
様式 １ 公表されるべき事項

国立大学法人琉球大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

当法人の役員報酬水準を検討するに当たっては、「独立行政法人改革等に関する基本的な

方針（平成25 年12 月24 日閣議決定）」において、「法人の役職員の報酬・給与の支給基準の

設定に当たり、役職員が非公務員である法人の役職員については職務の特性や国家公務員・

民間企業の役員・従業員の報酬・給与等を勘案」することとあることから、指定職俸給表の適用

を受ける国家公務員（事務次官の年間給与額：23,235千円）や民間企業（1,000人以上3,000人

未満）における役員の報酬額（36,138千円）を参考としている。

当法人の役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、文部科学省国立大学法人評

価委員会の行う業績評価の結果を勘案し、経営協議会の議を経て、当該役員の職務実績に応

じ、その額の１００分の１０の範囲内で増額又は減額できることとしている。

当法人の長（学長）の報酬水準は、月額及び期末特別手当から構成され、当
法人の役員報酬規程に則り、月額については、本給（968,000円）に該当する手
当を合算し、期末特別手当については、基礎額（本給＋((本給＋地域手当＋
広域異動手当）×１００分の２０）＋（本給×１００分の２５））に６月期においては１
００分の１７０、１２月期においては１００分の１７０を乗じ、さらに基準日以前６ヶ月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし、文部
科学省国立大学法人評価委員会の行う業績評価の結果を勘案し、経営協議会
の議を経て、当該役員の職務実績に応じ、その額の１００分の１０の範囲内で増
額又は減額できることとしている。

理事の報酬水準は、月額及び期末特別手当から構成され、当法人の役員報
酬規程に則り、月額については、本給（708,000～820,000円）に該当する手当
を合算し、期末特別手当については、基礎額（本給＋（（本給＋地域手当＋広
域異動手当）×１００分の２０）＋（本給×１００分の２５））に６月期においては１０
０分の１７０、１２月期においては１００分の１７０を乗じ、さらに基準日以前６ヶ月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし、文部
科学省国立大学法人評価委員会の行う業績評価の結果を勘案し、経営協議
会の議を経て、当該役員の職務実績に応じ、その額の１００分の１０の範囲内で
増額又は減額できることとしている。

理事（非常勤）の報酬水準は、月額のみであり、役員報酬規程に則り、非常勤

役員手当として月額220,000円としている。なお、令和６年度においては、非常

勤理事の職責及び他大学の状況を鑑み、非常勤理事の役員手当を月額

200,000円から220,000円に改正した。
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監事

監事（非常勤）

監事の報酬水準は、月額及び期末特別手当から構成され、当法人の役員報
酬規程に則り、月額については、本給（708,000～763,000円）に該当する手当
を合算し、期末特別手当については、基礎額（本給＋（（本給＋地域手当＋広
域異動手当）×１００分の２０）＋（本給×１００分の２５））に６月期においては１０
０分の１７０、１２月期においては１００分の１７０を乗じ、さらに基準日以前６ヶ月
以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし、文
部科学省国立大学法人評価委員会の行う業績評価の結果を勘案し、経営協
議会の議を経て、当該役員の職務実績に応じ、その額の１００分の１０の範囲
内で増額又は減額できることとしている。

監事（非常勤）の報酬水準は、月額のみであり、役員報酬規程に則り、非常

勤役員手当として月額200,000円としている。なお、令和６年度においては、非

常勤監事の職責及び他大学の状況を鑑み、非常勤監事の役員手当を月額

160,000円から200,000円に改正した。

2



２ 役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,388 11,616 4,772 （ ） 3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

14,325 8,460 3,779
849
108

1,128

（地域手当）
（通勤手当）

（単身赴任手当）
3月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

12,967 9,156 3,761 50 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

12,967 9,156 3,761 50 （通勤手当） 3月31日

千円 千円 千円 千円

12,917 9,156 3,761 （ ） *

千円 千円 千円 千円

12,956 9,156 3,761 39 （通勤手当） 3月31日

千円 千円 千円 千円

2,540 2,540 （ ） 3月31日

千円 千円 千円 千円

5,760 3,815 1,880 64 （通勤手当） 8月31日

千円 千円 千円 千円

6,052 4,956 1,047 49 （通勤手当） 9月1日

千円 千円 千円 千円

800 800 （ ） 8月31日

千円 千円 千円 千円

1,400 1,400 （ ） 9月1日

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

注３：総額、各内訳について千円未満切捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

B監事

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

A監事

注１：「地域手当」とは、就任直前に、民間の賃金水準が本法人より高い地域に在勤していた役員に
支給しているものである。

E理事

D理事

F理事
（非常勤）

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

A理事

B理事
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３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

法人の長

理事

理事（非常勤）

当法人は、建学の精神である自由平等・寛容平和を継承・発展させた3つの

基本理念、「真理の探求」「地域・国際社会への貢献」「平和・共生の追求」のも

と、「地域とともに豊かな未来社会をデザインする大学」「アジア・太平洋地域の

卓越した教育研究拠点となる大学」を目指すとともに、「知の津梁（架け橋）」とし

て、Tropical Marine, Medical, and Island Sciences（TIMES：熱帯島嶼・海洋・医

学研究）の一大拠点ととなり、その成果を沖縄や日本、世界に還元し、平和的な

多文化共生社会の実現への貢献を目指す長期ビジョンを掲げている。また、地

域活性化の中核を担う「アクティブ・シンクタンク」として活躍すべく、産業界や企

業、行政及び地域と連携し、人材育成、商品開発、地方創生及び地域を活性

化する取組事業を推進している。

上記業務を推進する中、本学の学長は常勤職員数約1,700名の法人の代表

として、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責

任者と教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人事院による「令和５年民間企業における役員報酬

（給与）調査」における人数規模が本学と同規模である民間企業役員の年間報

酬額36,138千円及び事務次官の年間給与額23,235千円より低い水準となって

おり、その報酬月額は、法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額

を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行

前と同等以上であり、年間報酬額は業績評価の結果を勘案したものとしている。

また、医学部を有し、学生数・学部数が当法人と同規模である総合大学の学長

の報酬水準と同水準となっている。
上記のような職務内容の特性や職責、民間企業役員等との比較を踏まえ、当

法人の学長の報酬水準は妥当であると考えられる。

理事は、上記職務を担っている学長を補佐して本学の業務を掌理し、所管の

事務部門を総括する職務を担っている。

理事の報酬額は、人事院による「令和５年民間企業における役員報酬（給与）

調査」における人数規模が本学と同規模である民間企業役員の年間報酬額

36,138千円（取締役においては、21,244千円）より低い水準となっており、本省

の部長の俸給月額772千円と同水準となっている。また、医学部を有し、学生

数・学部数が当法人と同規模である総合大学の理事の報酬水準と同水準となっ

ている。
上記のような職務内容の特性や職責、民間企業役員等との比較を踏まえ、当

法人の理事の報酬水準は妥当であると考えられる。

理事（非常勤）は常勤理事と同様の職務を担っている。

理事（非常勤）の報酬額は、医学部を有し、学生数・学部数が当法人と同規模

である総合大学の理事（非常勤）の報酬水準と同水準となっている。

勤務形態等を踏まえ、当該報酬水準は妥当であると考えられる。
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監事

監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

４ 役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,831 4 0 R6.8.31 1

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

法人の長

監事

理事

監事は、本学の業務を監査し、当該監査の結果に基づき、必要があると認め

るときは、学長又は文部科学大臣に意見を提出する職務を担っている。

監事の報酬額は、人事院による「令和５年民間企業における役員報酬（給

与）調査」における人数規模が本学と同規模である民間企業役員の年間報酬

額36,138千円（取締役においては、21,244千円）より低い水準となっており、特

に重要な業務を所掌する管区機関の長の俸給月額716千円と同水準となって

いる。また、医学部を有し、学生数・学部数が当法人と同規模である総合大学

の監事の報酬水準と同水準となっている。

上記のような職務内容の特性や職責、民間企業役員等との比較を踏まえ、当

法人の監事の報酬水準は妥当であると考えられる。

監事（非常勤）は、常勤監事と同様の職務を担っている。
監事（非常勤）の報酬額は、医学部を有し、学生数・学部数が当法人と同規

模である総合大学の監事（非常勤）の報酬水準より低い水準となっているが、
勤務形態等を踏まえ、当該報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、

民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。
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５ 退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

理事

【文部科学大臣の検証結果】

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

当該監事は、国立大学法人等関係法令に基づき、本学の健全な発展に資するため、業務の適
正かつ効率的、効果的な運営を図ることを活動方針として監査活動を実施した。役員会等の重要
な会議への出席及び学内の主要な会議への陪席等により業務の実態を把握するとともに、学長
及び各業務担当理事と意思疎通を図り、監事として的確な助言を行った。また、「公的研究費の
不正防止のための管理・監査体制の整備・実施状況」、「法人の予算編成、執行管理、予算執行
成果の検証等の状況」、「内部統制に係る取り組み状況」等の臨時監査を実施し、監査体制の充
実に注力する等、担当する業務において本学に大きく貢献した。

当該監事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員
会が行う法人業績評価の結果を総合的に勘案した上で、経営協議会の議を経て、１．０と決定し
た。

監事

判断理由

該当者なし法人の長

該当者なし

当法人では、期末特別手当において役員の業績を反映させることとしているため、その他の
業績給は導入していない。

在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当の水準は妥当で
あると考える。
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Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

③  給与制度の内容

④  給与制度の令和６年度における主な改定内容

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人の職員給与水準を検討するに当たっては、以下のとおり、他の国立大学法人、

国家公務員のほか、令和６年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模

別（当該法人2,286人）・職種別平均支給額を参考にしている。

(1) 国立大学法人宮崎大学･･･当該法人は、医学部を有する点において類似する国立大

学法人であり、法人規模についても同等（常勤職員数2,319人）となっている。

(2) 国家公務員･･･令和６年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給

与月額は405,378円となっており、全職員の平均給与月額は414,801円となっている。

(3) 職種別民間給与実態調査において、算出された民間給与の平均月額は416,561円と

なっている。

人件費管理については、中期目標、中期計画に留意し、当初予算の範囲内で運用し、

学内における人件費の配分は、職種ごとの職員数に応じて配分することを基本としつつ、

新規事業を有する部署や病院等における増収が見込まれる部署へは重点配分する。

当法人では、職員の勤務成績・業績を評価し、昇給・昇格及び賞与に反映させている。

勤務成績・業績が優秀な者については、昇給においては、最大で標準の２倍の昇給号

数とし、賞与においては、最大で標準より１０６．５ポイント高い支給率としている。

当法人の職員給与規程に則り、本給（本給の調整額、教職調整額を含む）及び諸手当

（管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤

手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、診療従事手当、看護業務等手当、専門看護師等

手当、ヘリコプター等添乗手当、洋上救急出動手当、へき地医療支援手当、面接指導

実施医師手当、オンコール手当、産業医手当、ハラスメント対応管理業務手当、特地勤

務手当、特地勤務手当に準ずる手当、特地出向手当、時間外労働手当、休日給、夜勤

手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、義務教育等教員特別手当、期末手当及

び勤勉手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手

当＋役職段階別加算額（職種等に応じた額）＋管理職加算額（管理職区分に応じた

額））に１００分の１２２．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の

在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋広域異動手当＋役職段

階別加算額＋管理職加算額）に勤勉手当の成績率の決定基準に定める基準に従って

定める割合を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務期間に応

じた割合を乗じて得た額としている。

令和６年度においては、①民間給与との格差に基づく本給表の改定（平均3．0％引上げ、

②初任給調整手当の上限額の引上げ（月額：51,100→51,600円）及び各期間区分の手当

額の改定、③看護業務等手当の改定（救急救命士を支給対象に追加）、④面接指導実施

医師手当（2,000円/1回）の新設、⑤オンコール手当（1名体制の場合：5,000円/1回、2名

体制の場合：2,500円/1回）を新設した。
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1097 46.2 6,604 4,802 54 1,802
人 歳 千円 千円 千円 千円

359 42.1 5,508 4,041 50 1,467
人 歳 千円 千円 千円 千円

398 53.3 8,409 6,050 50 2,359
人 歳 千円 千円 千円 千円

225 41.3 5,396 3,965 62 1,431
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 41.5 4,756 3,563 71 1,193
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 43.9 7,060 5,164 65 1,896
人 歳 千円 千円 千円 千円

61 44.5 5,800 4,238 65 1,562
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 42.0 5,063 3,719 40 1,344

人 歳 千円 千円 千円 千円

510 37.9 4,643 3,561 56 1,082
人 歳 千円 千円 千円 千円

71 46.6 4,004 2,990 56 1,014
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 48.9 7,122 5,198 55 1,924
人 歳 千円 千円 千円 千円

74 35.1 3,043 3,043 51 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

214 32.7 4,709 3,516 59 1,193
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 57.5 3,718 2,769 31 949
人 歳 千円 千円 千円 千円

97 38.5 4,913 3,640 56 1,273

[年俸制適用者]

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

221 49 8,254 5,901 48 2,353
人 歳 千円 千円 千円 千円

89 55.3 9,194 6,569 44 2,625
人 歳 千円 千円 千円 千円

132 44.8 7,621 5,452 51 2,169

教育職種（附属
義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職
（看護師）

教育職種
（大学教員・年俸制(Ⅰ)）

教育職種
（大学教員・年俸制(Ⅱ)）

区分 人員 平均年齢

常勤職員（年俸制）

令和６年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

非常勤職員

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

医療職種
（病院医師）

技能・労務職種

教育職種
（大学教員）

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。

注２：「再雇用職員」、「在外職員」、「任期付職員」については該当者がいないため、表の作成を省略した。

注３：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額

令和６年度の年間給与額（平均）

常勤職員

総額
人員区分 うち賞与うち所定内

技能・労務職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

平均年齢
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②

注２：年齢20～23歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間
給与については表示していない。

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注３：年齢32～35歳の該当者は3人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間
給与額の第1・第3分位については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員、再雇用職員及び年俸制適用者を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 7 56.4 9,046

課長 32 51.2 7,788

課長代理 42 51.1 6,498

係長 137 44.8 5,625

主任 43 40.8 4,788

係員 98 31.2 4,056

（教育職員(大学教員)）

平均
人 歳 千円

教授 163 56.9 9,540

准教授 140 51.7 7,957

講師 31 51.9 7,637

助教 63 48.2 6,600

教務職員 1 - -

（医療職員(病院看護師)）

平均
人 歳 千円

看護部長 1 - -

副看護部長 5 54.7 7,691

看護師長 22 50.5 6,392

副看護師長 42 49.4 5,982

看護師 155 37.3 4,914

11,732～7,775

人員
年間給与額

平均年齢

6,007～4,081

10,635～7,040

分布状況を示すグループ

千円

5,979～3,332

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（最高～最低）

10,450～5,607

8,269～4,940

6,904～4,481

8,291～6,473

7,405～5,716

注１：「部長」には、部長相当職である「次長」及び「シニアマネージャー」、「課長」には、課長相当職である
「事務長」、「室長」及び「マネージャー」、「課長代理」には、課長代理相当職である「室長代理」、
「事務長代理」及び「専門員」、「係長」には、係長相当職である「専門職員」を含む。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

千円

-

7,942～7,591

6,864～5,540

6,684～5,077

注１：教務職員の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
平均年齢及び年間給与額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

9,197～6,119

6,427～3,818

注１：看護部長の該当者は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
平均年齢及び年間給与額については記載していない。

-
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

53.0 53.9 53.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.0 46.1 46.6

％ ％ ％

         最高～最低 59.2 ～ 42.6 53.6 ～ 42.2 56.6 ～ 42.6

％ ％ ％

54.8 54.9 54.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.2 45.1 45.2

％ ％ ％

         最高～最低 50.2 ～ 40.6 50.2 ～ 40.6 50.2 ～ 40.6

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

55.2 55.6 55.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.8 44.4 44.6

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～43.2 47.3～43.2 47.5～43.2

％ ％ ％

55.6 55.5 55.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.4 44.5 44.5

％ ％ ％

         最高～最低 49.9～41.5 50.2～41.5 47.6～41.5

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

52.3 52.3 52.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.7 47.7 47.7

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～43.7 50.2～43.7 50.2～43.7

％ ％ ％

54.8 54.6 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.2 45.4 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～40.5 54.3～40.5 50.2～40.5

一般
職員

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

区分
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３ 給与水準の妥当性の検証等

（事務・技術職員）

９１．８

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与、他の国立大学法人の給与及び民間企業
の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定して
おり、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執ら
れていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきた
い。

引き続き、国家公務員等の給与水準を参考に適正な給与水準の維持に努
める。

項目
・年齢勘案
・年齢・地域勘案
・年齢・学歴勘案

内容

８８．１
対国家公務員
指数の状況 ・年齢・地域・学歴勘案

（参考）対他法人

7８．９

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 53.7％】
（国からの財政支出額 42,912百万円、支出予算の総額 79,904百万円：

令和６年度予算）
【累積欠損額 0円（令和5度決算）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 16.4％】

（支出総額 72,988百万円、給与・報酬等支給総額 11,997百万円：令和
５年度決算）
【検証結果】
（法人の検証結果）

本学の給与水準は、給与支給基準は「国家公務員の給与等、民間企業
の給与等（中略）を考慮して定めなければならない」旨定めた独立行政法人
通則法等に則り、国家公務員等の給与水準を参考としており、また、対国家
公務員指数（年齢勘案）が78.9であること、対他法人指数が91.8であること、
人材確保の必要性の観点及び上記国からの財政支出の割合等を考慮し、
妥当であると考える。

給与水準の妥当性の
検証

-
国に比べて給与水準が
高くなっている理由

７７．５
８７．１

講ずる措置
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（医療職員（病院看護師））

９０．６
９４．５
９２．０
９６．６
９１．０

・年齢・地域・学歴勘案
（参考）対他法人

-

・年齢・地域勘案
・年齢・学歴勘案

講ずる措置
引き続き、国家公務員等の給与水準を参考に適正な給与水準の維持に努
める。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準比較指標 ８３.６

注 上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和６年度の
教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

【なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与水
準（年額）の比較指標である。】

項目

給与水準の妥当性の
検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 53.7％】
（国からの財政支出額 42,912百万円、支出予算の総額 79,904百万円：

令和６年度予算）
【累積欠損額 0円（令和５度決算）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 16.4％】

（支出総額 72,988百万円、給与・報酬等支給総額 11,997百万円：令和
５年度決算）
【検証結果】
（法人の検証結果）

本学の給与水準は、給与支給基準は「国家公務員の給与等、民間企業
の給与等（中略）を考慮して定めなければならない」旨定めた独立行政法人
通則法等に則り、国家公務員等の給与水準を参考としており、また、対国家
公務員指数（年齢勘案）が90.6であること、対他法人指数が91.0であること、
人材確保の必要性の観点及び上記国からの財政支出の割合等を考慮し、
妥当であると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与、他の国立大学法人の給与及び民間企業
の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定して
おり、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執ら
れていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきた
い。

内容

対国家公務員
指数の状況

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

・年齢勘案
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４ モデル給与

５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（事務・技術職員）

○ ２２歳（大卒初任給）

月額 220,000 円 年間 3,612,000 円

○ ３５歳（主任）

月額 295,500 円 年間 4,917,000 円

○ ５０歳（課長代理）

月額 373,000 円 年間 6,290,000 円

（教育職員（大学教員））

○ ２７歳（博士修了初任給）

月額 323,600 円 年間 5,314,000 円

○ ３５歳（講師）

月額 373,300 円 年間 6,295,000 円

○ ５０歳（教授）

月額 490,800 円 年間 8,384,000 円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円）を支給。

（教育職本給表（一）５級適用者（教授相当）は、配偶者3,500円）

当法人では、職員の勤務成績・業績を評価し、昇給・昇格及び賞与に反映させている。
勤務成績・業績が優秀な者については、昇給においては、最大で標準の２倍の昇給号数とし、

賞与においては、最大で標準より１０６．５ポイント高い支給率としている。
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Ⅲ 総人件費について

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ その他

817,090

非常勤役職員等給与

1,352,220

11,997,992 11,882,694

注2：「非常勤職員等給与」及び「福利厚生費」においては、受託研究費等により雇用される職員に係る
費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「役員及び教職員の給与の明細」における
非常勤の合計額と一致しない。

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
21,603,811 22,274,66921,474,937

2,722,586 2,756,339
福利厚生費

2,774,469

5,908,296 5,903,516 6,265,286

退職手当支給額
1,097,911

区 分

給与、報酬等支給総額
11,875,018

・「給与、報酬等支給総額」については、給与法改正に準拠した本給水準の引き上げを実施し

たことにより増加したが、教職員数の減少により、総額で比較すると対前年度比0.96％（115,298

千円）減となっている。

・「退職手当支給額」については、役員の任期満了対象退職者の増加および定年延長に伴う

定年退職者の増加等により、対前年度比65.49％（535,130千円）増となっている。

・「福利厚生費」については、給与法改正に準拠した本給水準の引き上げを実施したことにより、

対前年度比0.66％（18,130千円）増となっている。

・「最広義人件費」については、上記により、対前年度比3.72％（799,732千円）増となっている。

大学教職員の定年年齢は65歳である。大学教員以外の職員については、令和５年４月１日

に定年年齢を60歳から65歳に引き上げた。定年年齢の引上げに伴い、大学教員以外の職員

については、60歳に達した管理職の職員は非管理職に降任する制度を設けているほか、職員

の基本給について61歳に達する年度から７割水準とすることとした。

特になし
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